
2020/7/14 

東京都港区南青山 2-5-20 

TEL: 03-5775-3163 

https://www.tdb.co.jp 

景気動向調査専用 HP https://www.tdb-di.com 

 

1 ©TEIKOKU DATABANK, LTD.  

 

 

はじめに 

SDGs（Sustainable Development Goals:持続可能な開発目標）は、2015 年 9月の国連サミット

において、世界 193 カ国が産官学民などのステークホルダーとともに同意した「2030 年アジェン

ダ」に掲載されている世界共通の目標である。採択から 5 年が経過しようとするなか、政府や行

政機関のみならず民間企業の経営指針としても急速に注目を集めている。 

そこで、帝国データバンクは、SDGs に関する企業の見解について調査を実施した。本調査は、

TDB 景気動向調査 2020年 6月調査とともに行った。 

 

※調査期間は 2020年 6月 17日～30日、調査対象は全国 2万 3,681 社で、有効回答企業数は 1万

1,275社（回答率 47.6％） 

※本調査における詳細データは景気動向オンライン（https://www.tdb-di.com）に掲載している 
 

調査結果（要旨） 
 
1.自社における SDGs への理解や取り組みについて、「意味および重要性を理解し、取り組んでい

る」企業は 8.0％となった。「意味もしくは重要性を理解し、取り組んでいる」（16.4％）と合わ

せて、企業の 24.4％が SDGsに積極的だった。他方、「言葉は知っていて意味もしくは重要性を

理解できるが、取り組んでいない」（32.9％）が 3 割超となり、「言葉は知っているが意味もし

くは重要性を理解できない」（14.8％）も含めると、半数近くが SDGs を知りつつも取り組んで

いないという結果となった 
 
2.SDGsの 17目標のうち現在力を入れている項目は、目標 8の「働きがいも経済成長も」が 27.1％

でトップとなった（複数回答）。次いで「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」（15.9％）、

「つくる責任つかう責任」（14.8％）が続いた。また、今後最も取り組みたい項目においても「働

きがいも経済成長も」（14.8％）が最も高かった（単一回答） 
 
3.SDGsの達成への貢献によって向上される企業価値では、「企業好感度」が 53.3％（「非常にそう

思う」と「ある程度そう思う」の合計）でトップだった。「社会的評価」も 50.4％で半数超とな

り、SDGsによって社外からの見られ方に好影響があるとの意見が強い 
 
4.SDGsの達成に向けて付加価値を生むために取り組みたいテーマでは、「顧客・人財確保」（33.8％）、

「適正な労働時間・環境・内容」（30.0％）といったヒトに関連する項目が上位となった。また、

原材料や生産工程への配慮といった環境面に関する項目も続いている 
 
5.企業経営上大切にしていることを 1位～3位まで尋ねたところ、「顧客・従業員満足度」が最も

高く、「自社事業拡大」、「社会貢献」が続いた 

特別企画 ： SDGsに関する企業の意識調査 

企業の 24.4％が SDGsに積極的 

～ 力を入れて取り組む目標は『8.働きがいも経済成長も』がトップ ～ 
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注：「SDGsに積極的」とは、「意味および重要性を理解し、取り組んでいる」と「意味もしくは重要性を理解し、取り組みたいと思っている」の合計

1. SDGs に積極的な企業は 24.4％、一方で半数近くは認知しつつも取り組んでいない 

 

自社における SDGs への理解や取り組みについて尋ねたところ、「意味および重要性を理解し、

取り組んでいる」企業は 8.0％となった。また、「意味もしくは重要性を理解し、取り組みたいと

思っている」は 16.4％で、合計すると SDGs に積極的な企業は 24.4％で 4 社に 1 社という結果と

なった。また、「言葉は知っていて意味もしくは重要性を理解できるが、取り組んでいない」（32.9％）

が 3割超となり、「言葉は知っているが意味もしくは重要性を理解できない」（14.8％）といった、

SDGsの存在は認知しているものの取り組んでいない企業が半数近くにのぼった。 

SDGsに積極的な企業を規模別でみると「大企

業」は 34.9％で全体（24.4％）を 10.5 ポイン

ト上回っている。しかし、「中小企業」は 22.1％、

「小規模企業」は 19.0％となっており、大企業

と比べて大きく下回っている。 

業界別では、『金融』が 41.5％で 4 割を上回

ってトップとなったものの、その他の 8業界は

2割台となっている。 

SDGsに取り組んでいる企業からは、「SDGs に

取り上げられている項目は全て未来に私たち

世代が引き継ぐべき目標。地球のためにという

大目的で中小企業も含めて取り組むべきもの

だと感じる」（電力制御装置製造、千葉県）や「ま

ずは男女平等で働きがいのある職場など、足元の環境づくりからはじめたい」（その他の卸売、福

井県）といった前向きな声があがっている。一方で、SDGsに取り組んでいない企業からは、「SDGs

は大変意義のある重要なことだとは理解しているが、会社の売り上げや利益につながるのかがよ

く分からない」（金属工作機械製造、岡山県）、「環境等を守るためには普通の設備よりも性能の高

い機材の導入や材料のコストも高くなる。そうしたことは資金力のある大企業と同じようにはで

きない」（不動産代理・仲介、埼玉県）といった意見が、中小企業を中心に多くあげられていた。 

 

 

 

 

 
 
 

 

SDGsに積極的な企業の割合 ～規模・業界別～ 

SDGsへの理解と取り組み 
意味および重要性を理解し、

取り組んでいる

8.0％

意味もしくは重要性を理解し、

取り組みたいと思っている

16.4％

言葉は知っていて意味もしくは

重要性を理解できるが、

取り組んでいない

32.9％

言葉は知っているが意味もしくは

重要性を理解できない

14.8％

言葉も知らない

14.3％

分からない

13.6％

注：母数は有効回答企業1万1,275社

SDGsに
積極的

24.4％
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2. SDGs の 17 目標のうち、「働きがいも経済成長も」が最も関心が高い 

 

SDGsで掲げられている 17目標のうち、現在力を入れて取り組んでいる項目を尋ねたところ、目

標の 8 つ目に掲げられている「働きがいも経済成長も」が 27.1％で最も高かった（複数回答、以

下同）。働き方改革など、既に注目されているテーマを含んでいることが一因とみられる。次いで、

「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」（15.9％）、「つくる責任つかう責任」（14.8％）、「気候

変動に具体的な対策を」（14.7％）などが続いた。企業活動に結びつきやすい項目では取り組む企

業も多いが、一方で「貧困をなくそう」（5.5％）や「飢餓をゼロに」（3.1％）は低位にとどまった。 

 また、今後最も取り組みたい項目について尋ねたところ、「働きがいも経済成長も」が 14.8％で

トップとなった（単一回答、以下同）。次いで、「パートナーシップで目標を達成しよう」（6.0％）、

「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」（5.6％）が続いた。 

 ただし、現在と今後のいずれにおいても「分からない」とする割合が高く、企業からは「具体的

にどのあたりから目標として掲げるべきか分からない部分が多い」（コンクリート工事、長崎県）

といった意見があげられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SDGsの 17目標のなかで力を入れて取り組む項目 ～現在と今後～ 
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14.8
14.7
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3.0
1.4
1.6
5.6

14.8
5.0
1.5
5.0
4.4
4.9
1.4
0.8
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6.0

34.1

貧困をなくそう

飢餓をゼロに

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

ジェンダー平等を実現しよう

安全な水とトイレを世界中に

エネルギーをみんなにそしてクリーンに

働きがいも経済成長も

産業と技術革新の基礎をつくろう

人や国の不平等をなくそう

住み続けられるまちづくりを

つくる責任つかう責任

気候変動に具体的な対策を

海の豊かさを守ろう

陸の豊かさも守ろう

平和と公正をすべての人に

パートナーシップで目標を達成しよう

分からない

注：母数は有効回答企業1万1,275社

（％） （％）

【今後最も取り組みたい項目】

（単一回答）
【現在力を入れている項目】

（複数回答）
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3. SDGs の達成への貢献による企業価値の向上、「企業好感度」と「社会的評価」が上位に 

 

SDGs の達成に貢献することによって、どのような企業価値の向上に役立つと思うか尋ねたとこ

ろ、「企業好感度」に関して企業の

53.3％が『そう思う』（「非常にそう思

う」と「ある程度そう思う」の合計）

と考えていた。さらに、「社会的評価」

が 50.4％で 5割を上回るなど、SDGsに

取り組むことで社外からの見られ方

に好影響があるとする意見が強い結

果となった。 

 一方で、「世界ブランド」や「地域ブ

ランド」では「どちらともいえない」

「あまり思わない」とする割合が高

い。また「株価等」に関しては、SDGs

の達成で向上すると考えている企業

は 12.7％だった一方、企業の 4 割が

「分からない」としている。 

 

 

4. 付加価値を生むために取り組むテーマ、ヒトに関連する内容と環境への配慮が目立つ 

 

SDGs の達成に向けて地域や国際社会に付加価値を生むテーマについて、インパクトの大きいと

考えるものを尋ねたところ、異能な地域人財の

活用など「顧客・人財確保」が 33.8％でトップ

となった（複数回答 3つまで、以下同）。次いで

地域ワーク・シェアリング（複業化）などを含む

「適正な労働時間・環境・内容」（30.0％）が 3

割台で続き、ヒトに関連する項目が上位にあげ

られている。企業からは、「従業員の『働きやす

さ』と『やりがい』が業績や社員の収入にきちん

とリンクして経営させる」（広告制作、大阪府）

や「地域雇用を創出し、生活・経済の活性化を図

る」（回転電気機械製造、千葉県）などの声がみ

られる。 

SDGsの達成への貢献で向上される企業価値 

9.7％

9.2％

6.3％

4.5％

3.2％

3.2％

3.6％

1.5％

43.6％

41.2％

28.9％

28.0％

18.8％

17.2％

16.6％

11.2％

12.5％

14.0％

25.8％

24.6％

30.6％

33.8％

26.0％

28.9％

3.5％

4.1％

7.1％

7.8％

11.2％

9.4％

10.6％

9.3％

1.4％

1.7％

2.5％

3.2％

4.5％

3.4％

7.9％

8.0％

0.1％

0.1％

0.1％

0.1％

0.1％

0.1％

0.2％

1.1％

29.2％

29.8％

29.4％

31.8％

31.6％

33.0％

35.0％

40.0％

非常に

そう思う

ある程度

そう思う

どちらとも

いえない

あまり

思わない

社会的評価

社員のやる気

業績

世界ブランド

地域ブランド

企業好感度

リピーター数

・割合

株価等

分からない
全く

思わない
その他

53.3％

50.4％

35.1％

32.5％

22.0％

20.4％

12.7％

20.2％

注1：母数は有効回答企業1万1,275社

注2：下線の値は「非常にそう思う」と「ある程度そう思う」の合計の割合

付加価値を生むために取り組みたいテーマ 

（複数回答） （％）

1 顧客・人財確保 33.8

2 適正な労働時間・環境・内容 30.0

3 気候変動・環境汚染を起こさない原材料・生産工程 24.6

4 ゴミを出さない・全て資源で活用する原材料・生産工程 22.2

5 従業員・顧客の生活・役割保障 16.7

6 従業員・顧客の自己実現 16.5

7 自然の力で産まれるエネルギーの使用 14.4

8 ブランディング 14.1

9 テクノロジー 6.3

その他 1.1

現時点では紐づけられない 13.1

分からない 34.0

注： 母数は、有効回答企業1万1,275社

全体
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（単位：ポイント、構成比％）

総合順位 総合ポイント 1位 2位 3位

顧客・従業員満足度（評判・働きがい） 1 3.32 45.6 32.1 7.7

自社事業拡大（業績・経済力） 2 2.22 29.9 18.9 15.7

社会貢献（地域・コミュニティ・家族） 3 1.49 10.4 23.1 27.6

経済貢献（経済成長・産業発展） 4 0.74 4.4 11.5 18.2

地球貢献（地球環境・自然） 5 0.39 3.0 4.3 11.7

社会的名誉（名声・地位） 6 0.11 0.5 1.9 2.6

その他 - 0.09 0.4 1.5 2.7

分からない - 0.64 6.0 6.7 13.8

注1：1位～3位の構成比は、各項目について1位～3位を選択した企業の割合

注3：母数は、有効回答企業1万1,275社

注2：総合順位は各項目に対して総合ポイントを付与し、「その他」「分からない」を除く6項目で順位付けした。

総合ポイントは、1位に5点、2位に3点、3位に1点を与えて算出。5点満点

 また、ゼロ・エミッションなどの「気候変動・環境汚染を起こさない原材料・生産工程」（24.6％）、

ゼロ・ウェイストなどの「ゴミを出さない・全て資源で活用する原材料・生産工程」（22.2％）と

いった環境面に関する項目が続いた。企業からは「地産地消で全ての有機物も無駄をなくして完

全循環型にすることで貢献する」（一般機械器具卸売、東京都）や「再生エネルギーや自然を利用

した資源を活用して自然環境と調和し、バランスがとれた経済活動を行う」（森林組合、茨城県）

といった意見があがった。 

 

5. 企業経営上最も大切にしていること、「顧客・従業員満足度」がトップ 

 

 ビジネスの目的や企業理念など、企業経営上大切にしていることを 1 位から 3 位まで尋ねたと

ころ、総合順位1では「顧客・従業員満足度」が総合ポイント 3.32 点となり、企業経営を行う上で

最も大切にしている結果となった。「顧客・従業員満足度」は 1位にあげた企業が 45.6％、2位に

あげた企業も 32.1％でともに各順位で最も高い割合となり、3位も含めると企業の 85.4％が企業

経営上大切であるとしていた。また、「自社事業拡大」は総合ポイントが 2.22 点で 2番目に高く、

企業の約 3 割が 1 位と選択していた。「社会貢献」は総合ポイントが 1.49 点となっており、企業

の 27.6％が 3位としてあげていた。 

企業からは、「小さな会社ということもあり、持続的な成長として顧客、従業員満足度を高める

ことを第一に考えている」（紙製品卸売、群馬県）や、「従業員満足度を上げることで、従業員が地

域で貢献し、地球環境にも貢献できるように繋がっていければいい」（事業サービス、石川県）と

いった、「ヒト」への注力に関する意見があげられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
1 総合順位は各項目に対して総合ポイントを付与し、「その他」「分からない」を除く 6 項目で順位付

けした。総合ポイントは、1 位に 5点、2位に 3点、3位に 1点を与えて算出した。5点満点。 

企業経営上、大切にしていること 
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まとめ 

 

SDGs は政府や自治体を中心に展開されていたが、近年は民間企業においても積極的に関与する

機運が高まっている。また、SDGs の目標達成への貢献によって新たなビジネスチャンスへのつな

がりや企業の魅力向上、それにともなう新たな人材の獲得など、さまざまな効果も期待されてい

る。さらに、新型コロナウイルスにともなう社会・経済活動や新しい生活様式において、SDGs は

感染拡大防止対策や企業の持続可能性に対する考え方としても有効と考えられている。 

本調査では、SDGs に積極的である企業は 24.4％となり、4社に 1社という結果となった。一方

で、SDGsという言葉を知りつつ取り組んでいない企業は半数近くにのぼった。「機械化による労働

者の負担軽減や、お客さまの負担軽減とともにコストの低減に努めている」（不動産管理、兵庫県）

や、「取り組みたいのはやまやまであるが、現状では全く余裕がない」（旅館、大阪府）などさまざ

まな意見がみられる。また、企業規模でも取り組みに差が表れていた。 

SDGs の 17 目標のうち、現在力を入れている項目と今後最も力を入れる項目では、それぞれで

「働きがいも経済成長も」の割合が最も高い結果となった。既に取り組みが進められている「働

き方改革」に関連した目標であることが一因になっていると考えられる。さらに、「エネルギーを

みんなにそしてクリーンに」も割合が高い。これは SDGs の達成に向けて付加価値を生むインパク

トの大きいテーマに関して尋ねた際にも同様の傾向がみられ、顧客・人財確保や適正な労働時間

のようなヒトに関する項目や、原材料・生産工程への配慮といった環境面があげられている。 

また、企業からは「SDGs が認知されるようになってきたが、公共事業などのさまざまな事業や

取り組みが、17 目標に対してどのように貢献できるのかを明示してほしい」（土木工事、東京都）

や「政府や県、市町村が取り組みを拡大していることは認識しているが、まだまだ周知度が薄い

ように感じる」（一般管工事、石川県）といった指摘もあった。今後 SDGs に取り組む企業を増や

すためには、SDGs と企業活動とのつながりを示すなど、企業が取り組みに前向きになるような働

きかけやきっかけの提供が必要となろう。
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

株式会社帝国データバンク データソリューション企画部 産業データ分析課 

 担当：旭 海太郎(080-4899-2468)、池田 直紀(080-4900-8758) 

TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,681 社、有効回答企業 1 万 1,275 社、回答率 47.6％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記の通り区分。 
 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた

複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

563 1,278
773 1,853
871 654

3,489 336
626 832

11,275

（2）業界（10業界51業種）

62 73
130 29

1,845 25
369 10

飲食料品・飼料製造業 372 40
繊維・繊維製品・服飾品製造業 120 86
建材・家具、窯業・土石製品製造業 237 142
パルプ・紙・紙加工品製造業 109 42
出版・印刷 189 11
化学品製造業 441 490
鉄鋼・非鉄・鉱業 537 59
機械製造業 487 10
電気機械製造業 330 16
輸送用機械・器具製造業 118 121
精密機械、医療機械・器具製造業 78 31
その他製造業 90 65
飲食料品卸売業 377 20
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 193 190
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 343 105
紙類・文具・書籍卸売業 102 496
化学品卸売業 281 66
再生資源卸売業 40 294
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 319 124
機械・器具卸売業 951 28
その他の卸売業 355 184

43
11,275

（3）規模

2,051 18.2%

9,224 81.8%

(3,324) (29.5%)

11,275 100.0%

(283) (2.5%)

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（458）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（2,961）

放送業

サービス

（1,809）

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（3,108）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業


